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佐賀県ふるさと寄附金「ＮＰＯ等を指定した支援」による 

寄附金活用実績報告書 

 

 

 令和 2年 11 月 2日付け県協第 1478 号及び令和 3年 2月 4日県協第2099 号により寄附金交付決定

通知のあった佐賀県ふるさと寄附金「ＮＰＯ等を指定した支援」を活用して下記のとおり事業を実施

したので、佐賀県ふるさと寄附金（「県民協働の地域づくり」及び「ＮＰＯ等を指定した支援」）によ

る寄附金交付要綱の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 活用実績報告書（様式第６号 別紙１） 

２ 収支決算書（様式第６号 別紙２） 

 

 

  



（様式第６号 別紙１） 

    令和 2年度寄附金活用実績報告書 

 

事  業  名 寄付車を活用した支え合い構築事業 

寄 附 受 入 額      金 1,516,500 円 

事業内容（いつ、どこで、誰が、何を、どのように実施したのかについて記載）  

 

1. コミュニティ・カーシェアリング事業 

住民主体で車を使った支え合いを通して地域づくりを行う活動（コミュニティ・カーシェアリ

ング）の普及啓発活動 

説明会の実施（武雄市東川登地区：９月） 

包括担当へ説明（武雄市朝日地区：１０月） 

その他問い合わせ対応 

 

2. ソーシャル・カーサポート事業 

コロナサポートレンタカー（コロナの影響を受けた困窮者への無料貸し出し支援：６月～７

月）：１件 

生活お助けカーリース（佐賀県内の自立支援支援センターと連携した生活困窮者支援：６月～

２０２１年３月）：3件 (鹿島市、白石町、太良町) 

※連携のための調整実施（認定特定非営利活動法人スチューデント・サポート・フェイス、グ

リーンコープ生活協同組合さが） 

 

3. モビリティ・レジリエンス事業（災害時に車を被災した人・支援団体に無料で貸し出す支援活動）

令和２年７月豪雨支援（７月～１２月） 

・支援団体への貸出：１件： 

・佐賀県内被災地域調査（鹿島市、太良町） 

・九州内で被災した地域への支援のための各種調整業務 

災害に備えるための事業（６月～２０２１年３月） 

・災害時返却カーリースでの貸出：9件 

  

 事業実施の成果・効果（見込み）  

※提出期限までに成果・効果を示すことが困難な場合は、成果・効果の見込みを記入してください。 

１．武雄市内で４件の問い合わせ及び説明の依頼を受け、コミュニティ・カーシェアリングの関心を広めることができま

した。コロナの影響もあり、具体的に進めることができなかったのですが、落ち着いた後具体的な導入に進められるよう

に調整を進めます。 

２．県内の自立支援センターへの周知が少しずつ浸透し、具体的に支援できる機会が増えました。今後、自立支援センタ

ーとより連携を強める方向で調整を進めています。 

３．九州内で被災した地域へいち早く車を届けることができました。支部設立前までは九州内の被災地域への車両の運搬

に１週間から１０日かかっていたのが１日で運べるようになり、人吉・球磨地域をはじめとする被災地域に大きな貢献が

できました。 

 



（様式第６号 別紙２） 

 

収 支 決 算 書 

事業名 寄付車を活用した支え合い構築事業 

区  分 決算額（円） 備  考 

収 
 

入 

佐賀県ふるさと寄附金 1,516,500 第 1回交付：    円 

  第 2回交付： 

  第 3回交付：269,100 円 

  第 4回交付：1,247,400円 

佐賀県誘致ＣＳО活動支援補

助金 

500,000  

自主事業 200,000  

収入 計 2,216,500  

支 
 

出 

謝金 251,946

 

 

旅費 324,899  

印刷製本費 79,200  

消耗品費 145,741  

使用料・賃借料 330,000  

車両維持費 158,550  

返礼品等の調達に係る費用 152,460  

返礼品等の送付に係る費用 89,198  

広報に係る費用 149,196  

事務に係る費用 19,789  

繰り越し金 515,521  

 支出 計 2,216,500  

○支出区分は、謝金、旅費、印刷製本費、消耗品費、使用料等に分けて記載してください。 

経理上の区分名で記載して構いません。 

○領収書等は事業終了後５年間保存してください。 


